
議案第４号 第１条 埼玉西部消防組合職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

新 旧 

（期末手当） （期末手当） 

第２３条 （略）  第２３条 （略）  

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給する場

合には１００分の１２２．５、１２月に支給する場合には

１００分の１２７．５を乗じて得た額に、基準日以前６月

以内の期間における当該職員の在職期間の次の各号に掲げ

る区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とす

る。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２２．

５を乗じて得た額に、基準日以前６月以内の期間における

当該職員の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

⑴～⑷ （略） ⑴～⑷（略） 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用

については、同項中「１００分の１２２．５」とあるのは

「１００分の６８．７５」と、「１００分の１２７．５」

とあるのは「１００分の７１．２５」とする。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用

については、同項中「１００分の１２２．５」とあるのは

「１００分の６８．７５」とする。 

４～６ （略） ４～６ （略） 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第２６条 （略）  第２６条 （略）  

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定める割合

を乗じて得た額とする。この場合において、職員に支給す

る勤勉手当の額の、次の各号に掲げる職員の区分ごとの総

額は、それぞれ当該各号に定める額を超えてはならない。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定める割合

を乗じて得た額とする。この場合において、職員に支給す

る勤勉手当の額の、次の各号に掲げる職員の区分ごとの総

額は、それぞれ当該各号に定める額を超えてはならない。 



⑴ 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員以外の

職員 当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれ

の基準日現在（退職し、又は死亡した職員にあっては、

退職し、又は死亡した日現在。次項において同じ。）に

おいて受けるべき扶養手当の月額及びこれに対する地域

手当の月額の合計額を加算した額に、６月に支給する場

合には１００分の１０２．５、１２月に支給する場合に

は１００分の１０７．５を乗じて得た額の総額 

⑴ 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員以外の

職員 当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれ

の基準日現在（退職し、又は死亡した職員にあっては、

退職し、又は死亡した日現在。次項において同じ。）に

おいて受けるべき扶養手当の月額及びこれに対する地域

手当の月額の合計額を加算した額に１００分の１０２．

５を乗じて得た額の総額 

⑵ 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該

定年前再任用短時間勤務職員の勤勉手当基礎額に、６月

に支給する場合には１００分の４８．７５、１２月に支

給する場合には１００分の５１．２５を乗じて得た額の

総額 

⑵ 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該

定年前再任用短時間勤務職員の勤勉手当基礎額に１００

分の４８．７５を乗じて得た額の総額 

３～５ （略） ３～５ （略） 

別表第１（第３条関係） 

給料表 

（略） 
 

別表第１（第３条関係） 

給料表 

（略） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第４号 第２条 埼玉西部消防組合職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

新 旧 

（初任給、昇格、昇給等の基準） （初任給、昇格、昇給等の基準） 

第４条 （略）  第４条 （略）  

２～５ （略） ２～５ （略） 

６ 職員の昇給は、規則で定める日に、同日前１年間におけ

る当該職員の人事評価の結果及び勤務の状況に応じて、行

うものとする。 

６ 職員の昇給は、規則で定める日に、同日前１年間におけ

る当該職員の人事評価の結果及び勤務の状況に応じて、行

うものとする。 

７ 前項の規定により職員を昇給させるか否か及び昇給させ

る場合の昇給の号給数は、同項に規定する期間の全部を良

好な成績で勤務した職員の昇給の号給数を４号給（職務の

級が７級以上の職員にあっては、３号給）とすることを標

準として規則で定める基準に従い決定するものとする。 

７ 前項の規定により職員を昇給させるか否か及び昇給させ

る場合の昇給の号給数は、同項に規定する期間の全部を良

好な成績で勤務した職員の昇給の号給数を４号給（職務の

級が７級以上の職員にあっては、３号給）とすることを標

準として規則で定める基準に従い決定するものとする。 

８ 職員が５５歳に達した日後最初の４月１日以後における

第６項の規定による昇給は、前項の規定にかかわらず、第

６項に規定する期間における当該職員の勤務成績が特に良

好である場合に限り行うものとし、昇給させる場合の昇給

の号給数は、勤務成績に応じて規則で定める基準に従い決

定するものとする。 

８ 職員が５５歳に達した日後最初の４月１日以後における

前項の規定の適用については、同項中「４号給（職務の級

が７級以上の職員にあっては、３号給）」とあるのは、

「２号給」とする。 

 ９ 前３項の規定にかかわらず、職員が６０歳に達した日後

最初の４月１日以後における昇給は、第６項に規定する期

間における当該職員の勤務成績が特に良好である場合に限

り行うものとし、昇給させる場合の昇給の号給数は、勤務

成績に応じて規則で定める基準に従い決定するものとす



る。 

９～１２ （略） １０～１３ （略） 

（扶養手当） （扶養手当） 

第９条 扶養手当は、扶養親族のある職員に対して支給す

る。ただし、次項第２号から第５号までのいずれかに該当

する扶養親族（第３項において「扶養親族たる父母等」と

いう。）に係る扶養手当は、給料表の適用を受ける職員で

その職務の級が９級であるもの（以下「９級職員」とい

う。）に対しては、支給しない。 

第９条 扶養手当は、扶養親族のある職員に対して支給す

る。ただし、次項第１号及び第３号から第６号までのいず

れかに該当する扶養親族（以下「扶養親族たる配偶者、父

母等」という。）に係る扶養手当は、給料表の適用を受け

る職員でその職務の級が９級であるもの（以下「９級職

員」という。）に対しては、支給しない。 

２ 扶養手当の支給については、次に掲げる者で他に生計の

途がなく主としてその職員の扶養を受けているものを扶養

親族とする。 

２ 扶養手当の支給については、次に掲げる者で他に生計の

途がなく主としてその職員の扶養を受けているものを扶養

親族とする。 

 ⑴ 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情

にある者を含む。以下同じ。） 

⑴ 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間

にある子 

⑵ 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間

にある子 

⑵ 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間

にある孫 

⑶ 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間

にある孫 

⑶ 満６０歳以上の父母及び祖父母 ⑷ 満６０歳以上の父母及び祖父母 

⑷ 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間

にある弟妹 

⑸ 満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間

にある弟妹 

⑸ 重度心身障害者 ⑹ 重度心身障害者 



３ 扶養手当の月額は、前項第１号に該当する扶養親族（次

項において「扶養親族たる子」という。）については１人

につき１３，０００円、扶養親族たる父母等については１

人につき６，５００円（８級職員にあっては、３，５００

円）とする。 

３ 扶養手当の月額は、前項第１号に該当する扶養親族につ

いては６，５００円（給料表の適用を受ける職員でその職

務の級が８級であるもの（以下「８級職員」という。）に

あっては、３，５００円）、同項第２号に該当する扶養親

族（以下「扶養親族たる子」という。）については１人に

つき１０，０００円、同項第３号から第６号までのいずれ

かに該当する扶養親族については１人につき６，５００円

（８級職員にあっては、３，５００円）とする。 

４ 扶養親族たる子のうちに満１５歳に達する日後の最初の

４月１日から満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日

までの間にある子がいる場合における扶養手当の月額は、

前項の規定にかかわらず、５，０００円に当該期間にある

当該扶養親族たる子の数を乗じて得た額を同項の規定によ

る額に加算した額とする。 

４ 扶養親族たる子のうちに満１５歳に達する日後の最初の

４月１日から満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日

までの間（以下「特定期間」という。）にある子がいる場

合における扶養手当の月額は、前項の規定にかかわらず、

５，０００円に特定期間にある当該扶養親族たる子の数を

乗じて得た額を同項の規定による額に加算した額とする。 

第１０条 削除 第１０条 新たに職員となった者に扶養親族（９級職員にあ

っては、扶養親族たる子に限る。）がある場合、９級職員

から９級職員以外の職員となった職員に扶養親族たる配偶

者、父母等がある場合又は職員に次の各号のいずれかに掲

げる事実が生じた場合においては、その職員は、直ちにそ

の旨を任命権者に届け出なければならない。 

 ⑴ 新たに扶養親族たる要件を具備するに至った者がある

場合（９級職員に扶養親族たる配偶者、父母等たる要件

を具備するに至った者がある場合を除く。） 

 ⑵ 扶養親族たる要件を欠くに至った者がある場合（扶養

親族たる子又は前条第２項第３号若しくは第５号に該当



する扶養親族が、満２２歳に達した日以後の最初の３月

３１日の経過により、扶養親族たる要件を欠くに至った

場合及び９級職員に扶養親族たる配偶者、父母等たる要

件を欠くに至った者がある場合を除く。） 

 ２ 扶養手当の支給は、新たに職員となった者に扶養親族

（９級職員にあっては、扶養親族たる子に限る。）がある

場合においてはその者が職員となった日、９級職員から９

級職員以外の職員となった職員に扶養親族たる配偶者、父

母等がある場合においてその職員に扶養親族たる子で前項

の規定による届出に係るものがないときはその職員が９級

職員以外の職員となった日、職員に扶養親族（９級職員に

あっては、扶養親族たる子に限る。）で同項の規定による

届出に係るものがない場合においてその職員に同項第１号

に掲げる事実が生じたときはその事実が生じた日の属する

月の翌月（これらの日が月の初日であるときは、その日の

属する月）から開始し、扶養手当を受けている職員が離職

し、又は死亡した場合においてはそれぞれその者が離職

し、又は死亡した日、９級職員以外の職員から９級職員と

なった職員に扶養親族たる配偶者、父母等で同項の規定に

よる届出に係るものがある場合においてその職員に扶養親

族たる子で同項の規定による届出に係るものがないときは

その職員が９級職員となった日、扶養手当を受けている職

員の扶養親族（９級職員にあっては、扶養親族たる子に限

る。）で同項の規定による届出に係るものの全てが扶養親

族たる要件を欠くに至った場合においてはその事実が生じ

た日の属する月（これらの日が月の初日であるときは、そ

の日の属する月の前月）をもって終わる。ただし、扶養手



当の支給の開始については、同項の規定による届出が、こ

れに係る事実の生じた日から１５日を経過した後にされた

ときは、その届出を受理した日の属する月の翌月（その日

が月の初日であるときは、その日の属する月）から行うも

のとする。 

 ３ 扶養手当は、次の各号のいずれかに掲げる事実が生じた

場合においては、その事実が生じた日の属する月の翌月

（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）か

らその支給額を改定する。前項ただし書の規定は、第１号

又は第３号に掲げる事実が生じた場合における扶養手当の

支給額の改定について準用する。 

 ⑴ 扶養手当を受けている職員に更に第１項第１号に掲げ

る事実が生じた場合 

 ⑵ 扶養手当を受けている職員の扶養親族（９級職員にあ

っては、扶養親族たる子に限る。）で第１項の規定によ

る届出に係るものの一部が扶養親族たる要件を欠くに至

った場合 

 ⑶ 扶養親族たる配偶者、父母等及び扶養親族たる子で第

１項の規定による届出に係るものがある９級職員が９級

職員以外の職員となった場合 

 ⑷ 扶養親族たる配偶者、父母等で第１項の規定による届

出に係るものがある８級職員が８級職員及び９級職員以

外の職員となった場合 

 ⑸ 扶養親族たる配偶者、父母等で第１項の規定による届



出に係るもの及び扶養親族たる子で同項の規定による届

出に係るものがある職員で９級職員以外のものが９級職

員となった場合 

 ⑹ 扶養親族たる配偶者、父母等で第１項の規定による届

出に係るものがある職員で８級職員及び９級職員以外の

ものが８級職員となった場合 

 ⑺ 職員の扶養親族たる子で第１項の規定による届出に係

るもののうち特定期間にある子でなかった者が特定期間

にある子となった場合 

（地域手当） （地域手当） 

第１１条 （略）  第１１条 （略）  

２ 地域手当の月額は、給料、管理職手当及び扶養手当の月

額の合計額に１００分の６．５を乗じて得た額とする。 

２ 地域手当の月額は、給料、管理職手当及び扶養手当の月

額の合計額に１００分の７．５を乗じて得た額とする。 

３ （略） ３ （略） 

（期末手当） （期末手当） 

第２３条 （略）  第２３条 （略）  

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１２５を

乗じて得た額に、基準日以前６月以内の期間における当該

職員の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号

に定める割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に、６月に支給する場

合には１００分の１２２．５、１２月に支給する場合には

１００分の１２７．５を乗じて得た額に、基準日以前６月

以内の期間における当該職員の在職期間の次の各号に掲げ

る区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とす

る。 



⑴～⑷ （略） ⑴～⑷ （略） 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用

については、同項中「１００分の１２５」とあるのは「１

００分の７０」とする。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用

については、同項中「１００分の１２２．５」とあるのは

「１００分の６８．７５」と、「１００分の１２７．５」

とあるのは「１００分の７１．２５」とする。 

４～６ （略） ４～６ （略） 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第２６条 （略）  第２６条 （略）  

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定める割合

を乗じて得た額とする。この場合において、職員に支給す

る勤勉手当の額の、次の各号に掲げる職員の区分ごとの総

額は、それぞれ当該各号に定める額を超えてはならない。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定める割合

を乗じて得た額とする。この場合において、職員に支給す

る勤勉手当の額の、次の各号に掲げる職員の区分ごとの総

額は、それぞれ当該各号に定める額を超えてはならない。 

⑴ 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員以外の

職員 当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれ

の基準日現在（退職し、又は死亡した職員にあっては、

退職し、又は死亡した日現在。次項において同じ。）に

おいて受けるべき扶養手当の月額及びこれに対する地域

手当の月額の合計額を加算した額に１００分の１０５を

乗じて得た額の総額 

⑴ 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員以外の

職員 当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれ

の基準日現在（退職し、又は死亡した職員にあっては、

退職し、又は死亡した日現在。次項において同じ。）に

おいて受けるべき扶養手当の月額及びこれに対する地域

手当の月額の合計額を加算した額に、６月に支給する場

合には１００分の１０２．５、１２月に支給する場合に

は１００分の１０７．５を乗じて得た額の総額 

⑵ 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該

定年前再任用短時間勤務職員の勤勉手当基礎額に１００

分の５０を乗じて得た額の総額 

⑵ 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該

定年前再任用短時間勤務職員の勤勉手当基礎額に、６月

に支給する場合には１００分の４８．７５、１２月に支

給する場合には１００分の５１．２５を乗じて得た額の



総額 

３～５ （略） ３～５ （略） 

（定年前再任用短時間勤務職員についての適用除外） （定年前再任用短時間勤務職員についての適用除外） 

第２７条 第４条第３項、第４項及び第６項から第１１項ま

で並びに第９条の規定は、定年前再任用短時間勤務職員に

は適用しない。 

第２７条 第４条第３項、第４項及び第６項から第１１項ま

で、第９条、第１０条並びに第１２条の規定は、定年前再

任用短時間勤務職員には適用しない。 

別表第１（第３条関係） 

給料表 

（略） 
 

別表第１（第３条関係） 

給料表 

（略） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議案第４号 第３条 埼玉西部消防組合職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例  

新旧対照表 

新 旧 

（暫定再任用に関する経過措置） （暫定再任用に関する経過措置） 

第５条 （略）  第５条 （略）  

２～６ （略） ２～６ （略） 

７ 埼玉西部消防組合職員の給与に関する条例第４条第３項

及び第７項から第１１項まで並びに第９条並びに第２条改

正後給与条例第４条第４項及び第６項の規定は、暫定再任

用職員には適用しない。 

７ 埼玉西部消防組合職員の給与に関する条例第４条第３項

及び第７項から第１１項まで、第９条、第１０条及び第１

２条並びに第２条改正後給与条例第４条第４項及び第６項

の規定は、暫定再任用職員には適用しない。 

８ （略） ８ （略） 

 

 


